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認知症専門ケア加算

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪
問介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める者に対して専門的な認知症ケアを行った
場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、
次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定
しない。

⑴ 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位
⑵ 認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位

報酬告示

別に厚生労働大臣が定める基準

イ 認知症専門ケア加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(1) 事業所又は施設における利用者、入所者又は入院患者の総数のうち、日常生活に支障を

来すおそれのある症状若しくは 行動が認められることから介護を必要とする認知症の者(以
下この号において「対象者」という。)の占める割合が二分の一以上であること。

(2) 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が二十人未満である場
合にあっては一以上、当該対象 者の数が二十人以上である場合にあっては一に当該対象
者の数が十九を超えて十又はその端数を増すごとに一を加えて得た数以上配置し、チーム
として専門的な認知症ケアを実施していること。

(3) 当該事業所又は施設の従業者に対する認知症ケアに関する 留意事項の伝達又は技術的
指導に係る会議を定期的に開催していること。
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ロ 認知症専門ケア加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(1) イの基準のいずれにも適合すること。
(2) 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を一名以上配置し、事業所又は

施設全体の認知症ケアの指導等を実施していること。
(3) 当該事業所又は施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を

作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していること。

留意事項通知

認知症専門ケア加算について
① 「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要

とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を指すも
のとする。

② 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合が２分の１以上の算定方法は、算定日が
属する月の前３月間の利用者実人員数又は利用延人員数の平均で算定すること。また、届
出を行った月以降においても、直近３月間の認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合
につき、毎月継続的に所定の割合以上であることが必要である。なお、その割合について
は、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに第一の５の届出
を提出しなければならない。

別に厚生労働大臣が定める基準
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③ 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施につい
て」（平成18 年３月31 日老発第0331010 号厚生労働省老健局長通知）及び「認知症介護実
践者等養成事業の円滑な運営について」（平成18 年３月31 日老計第0331007 号厚生労働省
計画課長通知）に規定する「認知症介護実践リーダー研修」、認知症看護に係る適切な研修
を指すものとする。

④ 同号イ⑶の「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」の実施に
当たっては、登録ヘルパーを含めて、全員が一堂に会して開催する必要はなく、いくつかの
グループ別に分かれて開催することで差し支えない。

⑤ 「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、テレビ電話装置
等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用
して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係
事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シス
テムの安全管理に関するガイドライン」を遵守していること。

⑥ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施
について」及び「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症

介護指導者養成研修」、認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。

留意事項通知
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認知症行動・心理症状緊急対応加算

短期利用居宅介護費について、医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅
での生活が困難であり、緊急に指定小規模多機 能型居宅介護を利用することが適当であると
判断した者に対 し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、利用を開始した日から起
算して7日を限度として、1日につき200単位を所定単位数に加算する。

報酬告示

留意事項通知（参考に介護老人福祉施設のものを記載）

認知症行動・心理症状緊急対応加算について
① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・

暴言等の症状を指すものである。
② 本加算は、在宅で療養を行っている利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められた際に、

介護老人福祉施設に一時的に入所することにより、当該利用者の在宅での療養が継続され
ることを評価するものである。

③本加算は、在宅で療養を行っている要介護被保険者に「認知症の行動・心理症状」が認めら
れ、緊急に介護老人福祉施設への入所が必要であると医師が判断した場合であって、介護
支援専門員、受け入れ施設の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、当該施設に入所
した場合に算定することができる。本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用
を開始した場合に限り算定できるものとする。この際、当該施設への入所ではなく、医療機関
における対応が必要であると判断される場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、
情報提供を行うことにより、適切な医療が受けられるように取り計らう必要がある。
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④ 本加算は、当該利用者の在宅での療養が継続されることを評価するものであるため、入所
後速やかに退所に向けた施設サービス計画を策定し、当該入所者の「認知症の行動・心理
症状」が安定した際には速やかに在宅復帰が可能となるようにすること。

⑤ 次に掲げる者が、直接、当該施設へ入所した場合には、当該加算は算定できないものであ
ること。

a 病院又は診療所に入院中の者
b 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者
C 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、短期利用特定施設

入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、
地域密着型特定施設入居者生活介護及び短期利用地域密着型特定施設入居者生活介
護を利用中の者

⑥ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、施設も判断
を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録
しておくこと。

⑦ 当該加算の算定に当たっては、個室等、認知症の行動、心理症状の増悪した者の療養に
相応しい設備を整備すること。

⑧ 当該加算は、当該入所者が入所前１月の間に、当該介護老人福祉施設に入所したことが
ない場合及び過去１月の間に当該加算の（他サービス含む）を算定したことがない場合に限
り算定できることとする。

留意事項通知（参考に介護老人福祉施設のものを記載）
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看取り介護加算
１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た

指定介護老人福祉施設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入所者につ
いて看取り介護を行った場合においては、看取り介護加算(I)として、死亡日以前31日以上45
日以下については1日につき72単位を、死亡日以前4日以上30日以下については 1日につき
144単位を、死亡日の前日及び前々日については1日につき680単位を、死亡日については1
日につき1,280単位を死亡月に加算する。ただし、退所した日の翌日から死亡日までの間は、
算定しない。

２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た
指定介護老人福祉施設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入所者につ
いて看取り介護を行った場合においては、当該入所者が当該指定介護老人福祉施設内で死
亡した場合に限り、看取看取り介護加算(II)として、死亡日以前31日以上45日以下について
は1日につき72単位を、死亡日以前4日以上30日以下については1日につき144単位を、死亡
日の前日及び前々日については1日につき780単位を、死亡日については1日につき1,580単
位を死亡月に加算する。ただしり介護加算(I)を算定している場合は、算定しない。

報酬告示

留意事項通知

① 看取り介護加算は、医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがな
いと診断した入所者について、その旨を入所者又はその家族等(以下「入所者等」という。)に
対して説明し、その後の療養及び介護に関する方針についての合意を得た場合において、
入所者等とともに、医師、看護職員、生活相談員、介護職員、管理栄養士、介護支援専門員

特養の場合
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等が共同して、随時、入所者等に対して十分な説明を行い、療養及び介護に関する合意を得なが
ら、入所者がその人らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう支援することを主眼として設け
たものである。

②~④ (略)
⑤ 看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録等に記録するとともに、多職種連

携を図るため、医師、生活相談員、看護職員、 介護職員、管理栄養士、介護支援専門員等による
適切な情報共有に努めること。
イ~ハ (略) 

⑥ (略)
⑦ 看取り介護加算は、利用者等告示第 61 号に定める基準に適合する看取り介護を受けた入所者

が死亡した場合に、死亡日を含めて45日を上限として、施設において行った看取り介護を評価す
るものである。

死亡前に在宅へ戻ったり、医療機関へ入院したりした後、在宅や入院 先で死亡した場合でも算
定可能であるが、その際には、施設において看取り介護を直接行っていない退所した日の翌日か
ら死亡日までの間は、 算定することができない。(したがって、退所した日の翌日から死亡日まで
の期間が45日以上あった場合には、看取り介護加算を算定するこ とはできない。) 

なお、看取り介護に係る計画の作成及び看取り介護の実施にあたって は、厚生労働省「人生の
最終段階における医療・ケアの決定プロセスに 関するガイドライン」等を参考にしつつ、本人の意
思を尊重した医療・ ケアの方針が実施できるよう、多職種が連携し、本人及びその家族と必要な
情報の共有等に努めること。

⑧・⑨ (略)

留意事項通知
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⑩ 入所者が入退院をし、又は外泊した場合であって、当該入院又は外泊期間が死亡日以前45日
の範囲内であれば、当該入院又は外泊期間を除いた期間について、看取り介護加算の算定が可
能である。

留意事項通知

報酬告示

※ 看取り介護加算（Ⅱ） に係る部分の抜粋

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 しているものとして都道府県知事に届け出た指

定特定施設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者について看取り介
護を行った場合は、看取り介護加算(II) として、死亡日以前31日以上45日以下については1日
につ き572単位を、死亡日以前4日以上30日以下については1 日につき644単位を、死亡日の
前日及び前々日については 1日につき1,180単位を、死亡日については1日につき1,780単位を
死亡月に加算する。ただし、退居した日の翌日か ら死亡日までの間は、算定しない。また、看
取り介護加算 (I)を算定している場合又は夜間看護体制加算を算定していない場合は、算定し
ない。

特定施設の場合

留意事項通知

13 看取り介護加算(II)を算定する場合の「夜勤又は宿直を行う看護職員の数が1以上」については、
病院、診療所又は指定訪問看護ステーション (以下この13において「病院等」という。)の看護師又
は准看護師が、 当該病院等の体制に支障を来すことなく、特定施設において夜勤又は宿直を行う
場合についても、当該特定施設の施設基準を満たすものとして 差し支えない。
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留意事項通知

また、特定施設と同一建物内に病院等が所在している場合、当該病院等の体制に支障を来すこ
となく、当該病院等に勤務する看護師又は准看護師が、特定施設において夜勤又は宿直を行った
場合と同等の迅速な対応が可能な体制を確保していれば、同様に当該特定施設の施設基準を満
たすものとして差し支えない。

別に厚生労働大臣が定める基準

イ 指定特定施設入居者生活介護における看取り介護加算(Ⅰ)に係る施設基準
(1) 看取りに関する指針を定め、入居の際に、利用者又はその 家族等に対して、当該指針の内容を

説明し、同意を得ていること。
(2) 医師、生活相談員、看護職員、介護職員、介護支援専門員 その他の職種の者による協議の

上、当該指定特定施設におけ る看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに関する指針の見直しを
行うこと。

(3) 看取りに関する職員研修を行っていること。

ロ 指定特定施設入居者生活介護における看取り介護加算(Ⅱ)に係る施設基準
(1)当該加算を算定する期間において、夜勤又は宿直を行う看護職員の数が一以上であること。
(2) イ(1)から(3)までのいずれにも該当するものであること。
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留意事項通知

(4) 訪問介護の所要時間
①~③ (略)

④ 訪問介護は在宅の要介護者の生活パターンに合わせて提供されるべきであることから、
単に1回の長時間の訪問介護を複数回に区分して行 うことは適切ではない。したがって、前
回提供した指定訪問介護からお おむね2時間未満の間隔で指定訪問介護が行われた場合
には、それぞれ の所要時間を合算するものとする(緊急時訪問介護加算を算定する場合 又
は医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みが ないと診断した者に
訪問介護を提供する場合を除く。)。

ただし、(5)①の規定に該当する場合は、前記の規定に関わらず、20 分未満の身体介護中
心型について、前回提供した指定訪問介護から2時間 未満の間隔で提供することが可能で
あり、所要時間を合算せずにそれぞれの所定単位数を算定するものとする。
⑤~⑦ (略)

(5) 20分未満の身体介護の算定について
① 所要時間20分未満の身体介護中心型の算定については、次の各号に掲げるいずれにも該当する場

合には、頻回の訪問（⑷③のただし書きに規定する、前回提供した指定訪問介護からおおむね２時間
の間隔を空けずにサービスを提供するものをいう。（以下訪問介護費において同じ。））を行うことができ
る。

ａ 次のいずれかに該当する者
⒜ 要介護１又は要介護２の利用者であって、周囲の者によ る日常生活に対する注意を必要とする

認知症のもの。（「周 囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症の もの」とは、日常
生活自立度のランクⅡ、Ⅲ、Ⅳ又はＭに 該当する利用者を指すものとする。）
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⒝ 要介護３、要介護４及び要介護５の利用者であって、「「障害老人の日常生活自立度（寝たきり
度）判定基準」の活用について」（平成３年11月18日老健102－2号厚生省大臣官房老人保健福祉
部長通知）におけるランクＢ以上に該当するもの（当該自立度の取扱いについては、第二の１の⑺
に定める「認知症高齢者の日常生活自立度」の取扱いに準じる。）

ｂ ａの要件を満たす利用者を担当する介護支援専門員が開催するサービス担当者会議において、１
週間のうち５日以上、頻回の訪問を含む20分未満の身体介護の提供が必要と判断されたものに対
して提供される指定訪問介護であること。この場合、当該サービス担当者会議については、当該指
定訪問介護の提供日の属する月の前３月の間に１度以上開催され、かつ、サービス提供責任者が
参加していなければならないこと。なお、１週間のうち５日以上の日の計算に当たっては、日中の時
間帯のサービスのみに限らず、夜間、深夜及び早朝の時間帯のサービスも含めて差し支えないこと。

ｃ 当該指定訪問介護を提供する指定訪問介護事業所は、24時間体制で、利用者又はその家族等か
ら電話等による連絡に常時対応できる体制にあるものでなければならない。
また、利用者又はその家族等からの連絡に対応する職員は、営業時間中においては当該事業所
の職員が１以上配置されていなければならないが、当該職員が利用者からの連絡に対応できる体
制を確保している場合は、利用者に指定訪問介護を提供することも差し支えない。また、営業時間
以外の時間帯については、併設する事業所等の職員又は自宅待機中の当該指定訪問介護事業所
の職員であって差し支えない。

ｄ 頻回の訪問により20分未満の身体介護中心型の単位を算定する指定訪問介護事業所は、指定定
期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と一体的に運営しているもの又は指定定期巡回・随時対
応型訪問介護看護事業所の指定を併せて受ける計画を策定しているものでなければならないこと
（要介護１又は要介護２の利用者に対して提供する場合は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看
護事業所と一体的に運営しているものに限る。）。

ｅ ｃ及びｄの事項については届出を要することとされており、日中における20分未満の身体介護中心
型の算定を開始する始期については、第一の１の⑸の取扱いに準じること。

留意事項通知
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総合医学管理加算 275単位
注1 治療管理を目的とし、別に厚生労働大臣が定める基準 に従い、居宅サービス計画にお

いて計画的に行うことと なっていない指定短期入所療養介護を行った場合に、7 日を限度
として1日につき所定単位数を加算する。

2 緊急時施設療養費を算定した日は、算定しない。

報酬告示

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
イ 診療方針を定め、治療管理として投薬、検査、注射、処置等を行うこと。
ロ 診療方針、診断、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置等の内容等を診療録に

記載すること。
ハ 利用者の主治の医師に対して、当該利用者の同意を得て、当該利用者の診療状況を示す

文書を添えて必要な情報の提供を行うこと。

別に厚生労働大臣が定める基準

(5) 総合医学管理加算
① 本加算は、居宅サービス計画において当該日に短期入所を利用することが計画されていな

い居宅要介護者に対して、居宅サービス計画を担当する居宅介護支援事業所の介護支援専
門員と連携し、利用者又は家族の 同意の上、治療管理を目的として、指定短期入所療養介
護事業所により 短期入所療養介護が行われた場合に7日を限度として算定できる。

留意事項通知
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留意事項通知

利用にあたり、医療機関における対応が必要と判断される場合にあっ ては、速やかに医療
機関の紹介、情報提供を行うことにより、適切な医 療が受けられるように取りはからう必要が
ある。

② 利用にあたり、診断等に基づき、診療方針を定め、治療管理として投薬、検査、注射、処置
等を行うこと。

③ 算定する場合にあっては、診療方針、診断名、診断を行った日、実施 した投薬、検査、注
射、処置の内容等を診療録に記載しておくこと。

④ 利用終了日から7日以内に、利用者の主治の医師に対して、利用者の同意を得て、診療状
況を示す文書を交付すること。また、交付した文書の写しを診療録に添付するとともに、主治
の医師からの当該利用者に係る問合せに対しては、懇切丁寧に対応するものとする。

⑤ 主治の医師への文書の交付がない場合には、利用期間中を通じて、算定できなくなること
に留意すること。ただし、利用者又はその家族の同意が得られない場合は、この限りではな
い。

⑥ 利用中に入院することとなった場合は、医療機関に診療状況を示す文書を添えて必要な情
報提供を行った場合に限り、入院した日を除いて算定できる。

⑦ 緊急時施設療養費を算定した場合には、本加算は算定できないものであること。
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所定疾患施設療養費（１日につき）
注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護老人保健施設において、別に厚生労働

大臣が定める入所者に対し、投薬、検査、注射、処置等を行った場合（肺炎の者又は尿路感
染症の者に対しては診療に当たり検査を行った場合に限る。）は、当該基準に掲げる区分に
従い、次に掲げる所定単位数を算定する。ただし、次に掲げるいずれかの施設療養費を算定
している場合においては、次に掲げるその他の施設療養費は算定しない。
⑴・⑵ （略）

２ 所定疾患施設療養費(Ⅰ)は同一の入所者について１月に１回、連続する７日を限度として算
定し、所定疾患施設療養費(Ⅱ)は同一の入所者について１月に１回、連続する10日を限度と
して算定する。

３ （略）

報酬告示
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留意事項通知

新 旧
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新 旧

留意事項通知
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九十一の二 介護保健施設サービスにおけるかかりつけ医連携薬剤調整加算の基準
イかかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅰ)

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ 当該介護保健施設サービスを行う介護老人保健施設の医師又は薬剤師が高齢者の薬物

療法に関する研修を受講していること。
⑵ 入所後一月以内に、状況に応じて当該入所者の処方の内容を変更する可能性があること

について当該入所者の主治の医師に説明し、当該主治の医師が合意していること。
⑶ 入所中に服用薬剤の総合的な評価を行い、評価の内容及び入所時と退所時の処方の内

容に変更がある場合は変更の経緯、変更後の入所者の状態等について、退所時又は退所
後一月以内に当該入所者の主治の医師に情報提供を行い、その内容を診療録に記載して
いること。

ロかかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅱ)
次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴ かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅰ)を算定していること。
⑵ 当該入所者の服薬情報等の情報を厚生労働省に提出し、処方に当たって、当該情報そ

の他薬物療法の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。

報酬告示
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ハかかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅲ)
次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴ かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅱ)を算定していること。
⑵ 当該入所者に六種類以上の内服薬が処方されており、介護老人保健施設の医師と当該

入所者の主治の医師が共同し、入所中に当該処方の内容を総合的に評価及び調整し、介
護老人保健施設の医師が、当該入所者に処方する内服薬について、入所時に処方されて
いた内服薬の種類に比べて一種類以上減少させること。

⑶ 退所時において処方されている内服薬の種類が、入所時に処方されていた内服薬の種類
に比べて一種類以上減少していること。

報酬告示
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新 旧

留意事項通知
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新 旧

留意事項通知
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新 旧

留意事項通知
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長期療養生活移行加算 60単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護医療院が、次に掲げるいずれの基準
にも適合する入所者に対し、介護医療院サービスを行った場合にあっては、入所した日から
起算して90日以内の期間に限り、長期療養生活移行加算として、１日につき所定単位数を加
算する。

イ療養病床に１年以上入院していた者であること。
ロ介護医療院への入所に当たって、当該入所者及びその家族等が、日常生活上の世話を行

うことを目的とする施設としての取組について説明を受けていること。

報酬告示

百の五 介護医療院サービスにおける長期療養生活移行加算の基準

入所者及びその家族等と地域住民等との交流が可能となるよう、地域の行事や活動等に積
極的に関与していること

別に厚生労働大臣が定める基準
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留意事項通知

(36) 長期療養生活移行加算について
① 長期療養生活移行加算は、療養病床に１年以上入院していた者に対して、介護医療院

サービスを提供した場合に算定できるものである。
② 療養病床から介護医療院に直接入所した者に対して算定できるものであり、療養病床を

有する医療機関から転換を行って介護医療院を開設した場合は、転換を行った日が起算
日となる。

③ 療養病床との違いを含め、生活施設としての取組について、入所者やその家族等に説明
するとともに、質問、相談等に丁寧に応じること。説明等を行った日時、説明内容等はを記
録をしておくこと。

④ 入所者及び家族等と地域住民等との交流が可能となるよう、介護医療院で合同の行事を
実施する場合には、地域住民等に周知すること。また、地域の行事や活動等に入所者やそ
の家族等及び職員が参加できるように取り組むこと。
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留意事項通知

⒂ 移行計画未提出減算
① 移行計画未提出減算は、別紙様式10により、令和６年４月１日までの移行等に関する計

画を、４月から９月まで及び10 月から翌３月までの半期ごとに都道府県知事に届け出てい
ない場合、当該半期経過後６月の期間、減算することとしたもの。

例えば、令和３年９月30 日までに届け出ていない場合、令和３年10月１日から令和４年３
月30 日までの期間、減算となり、その後、令和３年11 月１日に届け出た場合は、令和４年４
月１日から同年９月30 日までは減算されない。

② 別紙様式10について、令和４年４月１日以降は、「令和４年４月１日の予定病床数」の列を、
令和５年４月１日以降は、「令和５年４月１日の予定病床数」の列を削除して使用すること。

③ 計画については、あくまでも届出時点の意向を示すものであり、届け出た移行先以外への
移行等を否定するものではないことに留意すること。
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留意事項通知

⑺ 「通院等乗降介助」の単位を算定する場合
①～③ （略）
④ 利用目的について、「通院等のため」とは、「身体介護中心型」としての通院・外出介助と

同じものである。なお、この場合の「通院等」には、入院と退院も含まれる。
⑤～⑦ （略）
⑧ 目的地が複数あって居宅が始点又は終点となる場合には、目的地（病院等）間の移送や、

通所サービス・短期入所サービスの事業所から目的地（病院等）への移送に係る乗降介助
に関しても、同一の指定訪問介護事業所が行うことを条件に、算定することができる。なお、
この場合、通所サービスについては利用者宅と事業所との間の送迎を行わない場合の減
算（以下の具体的取扱いにおいて「送迎減算」という。）が適用となり、短期入所サービスに
ついては、利用者に対して送迎を行う場合の加算を算定できない。

〔具体的な取扱い〕

居宅が始点又は終点であること及び同一の訪問介護事業所の通院等乗降介助を利用する
ことを条件に算定する。具体例は以下のとおり。
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留意事項通知

ａ 利用者が通所介護の終了後、通院等乗降介助を利用して病院へ行き、その後再び通院等乗降介助を利用して居宅へ帰る
場合 通所介護事業所と病院の間の移送及び病院と居宅の間の移送の２回について、通院等乗降介助を算定できる。

・居宅
↓

・通所介護事業所※帰りの送迎を行わないため送迎減算を適用
↓通院等乗降介助（１回目）

・病院
↓通院等乗降介助（２回目）

・居宅
ｂ 利用者が通院等乗降介助を利用して居宅から病院へ行き、その後再び通院等乗降介助を利用して通所介護事業所へ行く

場合 居宅と病院の間の移送及び病院と通所介護事業所の間の移送の２回について、通院等乗降介助を算定できる。
・居宅
↓通院等乗降介助（１回目）

・病院
↓通院等乗降介助（２回目）

・通所介護事業所※行きの送迎を行わないため送迎減算を適用
↓

・居宅
ｃ 利用者が居宅から通院等乗降介助を利用して複数（２か所）の病院へ行き、その後再び通院等乗降介助を利用して居宅へ

帰る場合 居宅と病院の間の移送、病院と病院の間の移送及び病院と居宅の間の移送の３回について、通院等乗降介助を
算定できる。

・居宅
↓通院等乗降介助（１回目）

・病院
↓通院等乗降介助（２回目）

・病院
↓通院等乗降介助（３回目）

・居宅
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留意事項通知

⒇ 介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院及び医療機関を退所・退院した日
の訪問看護の取り扱い

介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設、介護医療院及び医療機関を退所・退院した
日については、第２の１の⑶に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示第６号を
参照のこと。）にある利用者又は主治の医師が退所・退院した日に訪問看護が必要であると認
める利用者に限り、訪問看護費を算定できることとする。

なお、短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）においても同様である。

報酬告示

九 訪問看護費における看護体制強化加算の基準
イ 看護体制強化加算(Ⅰ)

⑴ 指定訪問看護ステーション（指定居宅サービス等基準第六十条第一項第一号に規定す
る指定訪問看護ステーションをいう。以下同じ。）である指定訪問看護事業所（指定居宅
サービス等基準第六十条第一項に規定する指定訪問看護事業所をいう。以下同じ。）に
あっては、次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

㈠ 算定日が属する月の前六月間において、指定訪問看護事業所における利用者の総
数のうち、緊急時訪問看護加算（指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問看護費
の注10に係る加算をいう。）を算定した利用者の占める割合が百分の五十以上であるこ
と。

㈡ 算定日が属する月の前六月間において、指定訪問看護事業所における利用者の総
数のうち、特別管理加算（指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問看護費の注11
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に係る加算をいう。）を算定した利用者の占める割合が百分の二十以上であること。
㈢ 算定日が属する月の前十二月間において、指定訪問看護事業所におけるターミナル

ケア加算（指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問看護費の注12に係る加算を
いう。ロ⑴㈡において同じ。）を算定した利用者が五名以上であること。

㈣ 当該事業所において指定訪問看護の提供に当たる従業者（指定居宅サービス等基
準第六十条第一項に規定する看護師等をいう。以下この号において同じ。）の総数のう
ち、同項第一号イに規定する看護職員の占める割合が百分の六十以上であること。た
だし、同項に規定する指定訪問看護事業者が、指定介護予防サービス等の事業の人員、
設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援
の方法に関する基準（平成十八年厚生労働省令第三十五号。以下「指定介護予防サー
ビス等基準」という。）第六十三条第一項に規定する指定介護予防訪問看護事業所の指
定を併せて受け、かつ、指定訪問看護の事業と指定介護予防訪問看護（指定介護予防
サービス等基準第六十二条に規定する指定介護予防訪問看護をいう。以下同じ。）の事
業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合における、当該割合の算定
にあっては、指定訪問看護を提供する従業者と指定介護予防訪問看護を提供する従業
者の合計数のうち、看護職員の占める割合によるものとする。

⑵ 指定訪問看護ステーション以外である指定訪問看護事業所にあっては、⑴㈠から㈢まで
に掲げる基準のいずれにも適合すること。

報酬告示
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ロ 看護体制強化加算ロ看護体制強化加算(Ⅱ)
⑴ 指定訪問看護ステーションである指定訪問看護事業所にあっては、次に掲げる基準の

いずれにも適合すること。
㈠ イ⑴㈠、㈡及び㈣に掲げる基準のいずれにも適合すること。
㈡ 算定日が属する月の前十二月間において、指定訪問看護事業所におけるターミナル

ケア加算を算定した利用者が一名以上であること。
⑵ 指定訪問看護ステーション以外である指定訪問看護事業所にあっては、イ⑴㈠及び㈡

並びにロ⑴㈡に掲げる基準のいずれにも適合すること。

報酬告示

留意事項通知

(24) 看護体制強化加算について
① 大臣基準告示第９号イ⑴㈠の基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる

数をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前６月間当たりの割合を算出すること。
ア・イ （略）

② 大臣基準告示第９号イ⑴㈡の基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる
数をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前６月間当たりの割合を算出すること。
ア・イ （略）

③ （略）
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留意事項通知

④ 看護職員の占める割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前月（暦月）の
平均を用いることとする。なお、当該割合が100 分の60 から１割を超えて減少した場合（100 
分の54 を下回った場合）には、その翌月から看護体制強化加算を算定できないものとし、１
割の範囲内で減少した場合（100 分の54 以上100 分の60 未満であった場合）には、その
翌々月から当該加算を算定できないものとすること（ただし、翌月の末日において100 分の
60以上となる場合を除く。）。

⑤・⑥ （略）
⑦ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、大臣基準告示第９号イ⑴㈠、イ⑴㈡及びイ

⑴㈣の割合並びにイ⑴㈢及びロ⑴㈡の人数について、継続的に所定の基準を維持しなけ
ればならない。なお、その割合及び人数については、台帳等により毎月記録するものとし、
所定の基準を下回った場合については、直ちに第１の５に規定する届出を提出しなければ
ならないこと。

⑧ （略）
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留意事項通知

⑴ 短期利用認知症対応型共同生活介護費について
短期利用認知症対応型共同生活介護については、厚生労働大臣が定める施設基準（平成27 年厚生

労働省告示第96 号。以下「施設基準」という。）第31 号ハに規定する基準を満たす認知症対応型共同生
活介護事業所において算定できるものである。

① 同号ハ⑶ただし書に規定する指定認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員の合
計数を超えて行う短期利用認知症対応型共同生活介護は、あくまでも、緊急に短期利用認知症対応型
共同生活介護を受ける必要がある者にのみ提供が認められるものであり、当該利用者に対する短期
利用認知症対応型共同生活介護の提供は、７日（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等や
むを得ない事情がある場合は、14日）を限度に行うものとする。
また、「当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合」とは、当該利用者を当該事業所の共
同生活住居（複数の共同生活住居がある場合、当該利用者が日中の時間帯等に共同生活を送る共同
生活住居とする。）の利用者とみなして、当該利用者の利用期間を通じて人員基準を満たしており、か
つ、当該利用者が利用できる個室を有している場合とする。特に個室の面積の最低基準は示していな
いが、当該利用者の処遇上、充分な広さを有していること。ただし、個室以外であっても、１人当たりの
床面積がおおむね7.43 平方メートル以上で、プライバシーの確保に配慮した個室的なしつらえを整備
している場合は、個室に準じて取り扱って差し支えない。この場合の「プライバシーの確保に配慮した
個室的なしつらえ」とは、可動でないもので隔てることまでを要するものではないが、視線が遮断される
ことを前提とする。建具による仕切りは認めるが、家具やカーテン、簡易パネルによる仕切りでは不可
とする。また、天井から隙間が空いていることは認める。
なお、指定認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員の合計数を超えて受け入れる
ことができる利用者数は、指定認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居ごとに一人まで認
められるものであり、この場合、定員超過利用による減算の対象とはならない。
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留意事項通知

⑾ 緊急短期入所受入加算について
①・② （略）
③ 本加算の算定対象期間は原則として７日以内とし、その間に緊急受入れ後に適切な介護

を受けられるための方策について、担当する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員
と密接な連携を行い、相談すること。
ただし、利用者の介護を行う家族等の疾病が当初の予想を超えて長期間に及んだことによ
り在宅への復帰が困難となったこと等やむを得ない事情により、７日以内に適切な方策が
立てられない場合には、その状況を記録した上で14 日を限度に引き続き加算を算定するこ
とができること。その場合であっても、利用者負担軽減に配慮する観点から、機械的に加算
算定を継続するのではなく、随時、適切なアセスメントによる代替手段の確保等について、
十分に検討すること。

④～⑥ （略）

留意事項通知

５ 小規模多機能型居宅介護費
⑴ （略）
⑵ 短期利用居宅介護費について

① （略）
② 宿泊室を活用する場合については、登録者の宿泊サービスの利用者と登録者以外の短

期利用者の合計が、宿泊サービスの利用定員の範囲内で、空いている宿泊室を利用す
るものであること。
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基準省令

改
正
後

改
正
前
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八十四 居宅介護支援費における特定事業所加算の基準
イ 特定事業所加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴～⑼ （略）
⑽ 指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利用者数が当該

指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員一人当たり四十名未満であること。ただし、
居宅介護支援費(Ⅱ)を算定している場合は四十五名未満であること。

⑾・⑿ （略）
⒀ 必要に応じて、多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサービス

（介護給付等対象サービス（法第二十四条第二項に規定する介護給付等対象サービスを
いう。）以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動
によるサービス等をいう。）が包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成している
こと。

ロ 特定事業所加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ イ⑵、⑶、⑷及び⑹から⒀までの基準に適合すること。
⑵ （略）

ハ 特定事業所加算(Ⅲ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ イ⑶、⑷及び⑹から⒀までの基準に適合すること。
⑵・⑶ （略）

報酬告示
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ニ 特定事業所加算(A) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑴ イ⑶、⑷及び⑹から⒀までの基準に適合すること。ただし、、イ⑷、⑹、⑾及び⑿の基準は

他の同一の居宅介護支援事業所との連携により満たすこととしても差し支えないものとす
る。

⑵ ロ⑵の基準に適合すること。
⑶ 専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を一名以上配置している

こと。
⑷ 専ら指定居宅介護支援の提供に当たる介護支援専門員を常勤換算方法（当該事業所の

従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除す
ることにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をい
う。）で一以上配置していること。ただし、当該介護支援専門員は他の居宅介護支援事業所
（⑴で連携している他の居宅介護支援事業所がある場合は、当該事業所に限る。）の職務
と兼務をしても差し支えないものとする。

報酬告示
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11 特定事業所加算について
⑴ 趣旨

特定事業所加算制度は、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応や、専門性の高
い人材の確保、質の高いケアマネジメントを実施している事業所を評価し、地域における居
宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向上に資することを目的とするものである。

⑵ 基本的取扱方針
特定事業所加算(Ⅰ)、(Ⅱ)、(Ⅲ)又は(Ａ)の対象となる事業所については、
・公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事業所であること
・常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員が配置され、どのような支援
困難ケースでも適切に処理できる体制が整備されている、いわばモデル的な居宅介護支援
事業所であることが必要となる。

本制度については、こうした基本的な取扱方針を十分に踏まえ、⑴に掲げる趣旨に合致し
た適切な運用を図られるよう留意されたい。

⑶ 厚生労働大臣の定める基準の具体的運用方針
大臣基準告示第84 号に規定する各要件の取扱については、次に定めるところによること。

①・② （略）
③ ⑶関係

「利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的と
した会議」は、次の要件を満たすものでなければならないこと。
ア・イ （略）
ウ 「定期的」とは、おおむね週１回以上であること。

また、会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが

留意事項通知
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可能な機器をいう。以下同じ。）を活用して行うことができるものとする。なお、個人情報
保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの
ためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」
等に対応していること。

④ ⑷関係
24 時間連絡可能な体制とは、常時、担当者が携帯電話等により連絡を取ることができ、

必要に応じて相談に応じることが可能な体制をとる必要があることを言うものであり、当該
事業所の介護支援専門員が輪番制による対応等も可能であること。

なお、特定事業所加算(Ａ)を算定する事業所については、携帯電話等による転送が可能
な対応等も可能であるが、連携先事業所の利用者に関する情報を共有することから、基
準第23 条の規定の遵守とともに、利用者に対し、当該加算算定事業所である旨及びその
内容が理解できるよう説明を行い、同意を得ること。

⑤ （略）
⑥ ⑹関係

「計画的に研修を実施していること」については、当該事業所における介護支援専門員
の資質向上のための研修体系と当該研修実施のための勤務体制の確保を定めるととも
に、介護支援専門員について個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等に
ついて、毎年度少なくとも次年度が始まるまでに次年度の計画を定めなければならない。
また、管理者は、研修目標の達成状況について、適宜、確認し、必要に応じて改善措置を
講じなければならないこと。なお、年度の途中で加算取得の届出をする場合にあっては、
当該届出を行うまでに当該計画を策定すればよいこと。

留意事項通知
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なお、特定事業所加算(Ａ)を算定する事業所については、連携先事業所との共同開催
による研修実施も可能である。

⑦・⑧ （略）
⑨ ⑽関係

取り扱う利用者数については、原則として事業所単位で平均して介護支援専門員１名当
たり40 名未満（居宅介護支援費(Ⅱ)を算定している場合は45 名未満）であれば差し支え
ないこととするが、ただし、不当に特定の者に偏るなど、適切なケアマネジメントに支障が
でることがないよう配慮しなければならないこと。

⑩ ⑾関係
協力及び協力体制とは、現に研修における実習等の受入が行われていることに限らず、

受入が可能な体制が整っていることをいう。そのため、当該指定居宅介護支援事業所は、
研修の実施主体との間で実習等の受入を行うことに同意していることを、書面等によって
提示できるようにすること。

なお、特定事業所加算(Ａ)を算定する事業所については、連携先事業所との共同による
協力及び協力体制も可能である。

⑪ ⑿関係
特定事業所加算算定事業所は、質の高いケアマネジメントを実施する事業所として、地

域における居宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向上を牽引する立場にあるこ
とから、同一法人内に留まらず、他の法人が運営する事業所の職員も参画した事例検討
会等の取組を、自ら率先して実施していかなければならない。なお、事例検討会等の内容、
実施時期、共同で実施する他事業所等について、毎年度少なくとも次年度が始まるまで

留意事項通知
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に次年度の計画を定めなければならない。なお、年度の途中で加算取得の届出をする場
合にあっては、当該届出を行うまでに当該計画を策定すること。

なお、特定事業所加算(Ａ)を算定する事業所については、連携先事業所との協力による
研修会等の実施も可能である。

⑫ ⒀関係
多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサービスとは、介護

給付等対象サービス（介護保険法第24 条第２項に規定する介護給付等対象サービスを
いう。）以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活
動によるサービス等のことをいう。

⑬・⑭ （略）
（削る）
⑮ 特定事業所加算(Ａ)について

常勤かつ専従の主任介護支援専門員については、当該指定居宅介護支援事業所の業
務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務しても差し支えない
ものとする。

また、常勤かつ専従の介護支援専門員１名並びに常勤換算方法で１の介護支援専門員
とは別に、主任介護支援専門員を置く必要があること。したがって、当該加算を算定する
事業所においては、少なくとも主任介護支援専門員及び介護支援専門員１名の合計２名
を常勤かつ専従で配置並びに介護支援専門員を常勤換算方法で１の合計３名を配置す
る必要があること。

留意事項通知
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なお、当該常勤換算方法で１の介護支援専門員に係る他の業務との兼務については、
介護保険施設に置かれた常勤専従の介護支援専門員との兼務を除き、差し支えないも
のであり、当該他の業務とは必ずしも指定居宅サービス事業の業務を指すものではない。

⑯ （略）
⑷ （略）

留意事項通知
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ト 通院時情報連携加算 50単位

注 利用者が病院又は診療所において医師の診察を受けるときに介護支援専門員が同席し、
医師等に対して当該利用者の心身の状況や生活環境等の当該利用者に係る必要な情報の
提供を行うとともに、医師等から当該利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅
サービス計画に記録した場合は、利用者１人につき１月に１回を限度として所定単位数を加算
する。

報酬告示

留意事項通知

15 通院時情報連携加算

当該加算は、利用者が医師の診察を受ける際に同席し、医師等に利用者の心身の状況や
生活環境等の必要な情報提供を行い、医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた
上で、居宅サービス計画等に記録した場合に、算定を行うものである。なお、同席にあたって
は、利用者の同意を得た上で、医師等と連携を行うこと。
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ハ 委託連携加算 300単位

注 指定介護予防支援事業所が利用者に提供する指定介護予防支援を指定居宅介護支援
事業所（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第38

号）第２条第１項に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。）に委託する際、当該利用者に
係る必要な情報を当該指定居宅介護支援事業所に提供し、当該指定居宅介護支援事業所に
おける介護予防サービス計画の作成等に協力した場合は、当該委託を開始した日の属する月
に限り、利用者１人につき１回を限度として所定単位数を加算する。

報酬告示
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認知症対応型共同生活介護
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認知症対応型共同生活介護
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【出典】
・ 報酬告示：厚生労働省ホームページに令和３年３月９日付けで掲載された「全国介護保険・高齢者保健

福祉担当課長会議 別冊資料（介護報酬改定）」の「報酬告示の改正案」
・ 留意事項通知：厚生労働省ホームページに令和３年３月９日付けで掲載された「全国介護保険・高齢者

保健福祉担当課長会議 別冊資料（介護報酬改定）」の「報酬告示に関する通知案」
・ 解釈通知：厚生労働省ホームページに令和３年３月９日付けで掲載された「全国介護保険・高齢者保健

福祉担当課長会議 別冊資料（介護報酬改定）」の「基準省令に関する通知案」
・ 基準省令：各介護サービスの人員、設備及び運営に関する基準

※ なお、本資料中、上記出典からの転記部分について、複数のサービスに係る加算については、該当
するサービス種別から、主なもののみを抜粋して引用しているので、御留意願います。
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